

昭和59年版 大阪経済白書 の概要

─産業活性化への新対応─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和59年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和58年の大阪経済

◆回復に向かった大阪経済
・　大阪経済は58年１～３月期まで停滞基調が続いたあと､４～６月期には緩やかな回復へと転じた。それは、同期に生産活動が持ち直しの気配を明らかにしたことと､輸出が前年同期を上回る水準に達したことにみられる。しかし、その後の回復テンポは全国よりやや弱いものとなった。
　生産が持ち直しとなったことで､雇用面でも７～９月期以降立ち直り傾向がはっきりしてきたが、その過程で､パートタイム求人の急回復と中高年齢者の雇用回復の遅れといった雇用面内部における跛行性が目立っている。また、卸売物価は、需給が緩んでいたこと、年間を通してみれば前年より円高であったこと、さらに原油価格が値下がりしたことによって一段と鎮静化した。消費者物価も､個人消費の低迷に加えて､人件費や公共料金の落着きなどから、年平均上昇率は昭和34年以来の低い水準になった｡金融は､企業活動が活発化するに至らなかったことから全般に盛り上がりを欠いた。企業倒産件数は､１～３月期までは前年同期を大幅に上回ったが､それ以降しだいに落着きをみせた。
　他方､需要面では、前述した輸出の回復のほか、内需においても、住宅建設が前年の低水準の反動もあり、57年後半から増加に転じていたほか、民間設備投資も58年度下期（58年10月以降）になると、大企業､中小企業そろって立ち直りの気配を明らかにした。これに対して､公共投資は新年度入りとともに前年度水準をかなり割り込む状態に陥り、個人消費も、年末になって明るさが出はじめたものの､家計収入の伸び悩みを主因として低調に推移した。
・　中小企業の景況は､全体としては58年１～３月期には大底を打ち、以降は水面下ながらも緩やかな回復の動きで推移した。もっとも業種別には、輸出関連業種がはっきりとした回復基調で推移し､設備投資関連業種も秋頃以降回復の動きとなったものの､非耐久財を主体にした消費財関連業種及び建設関連業種は総じて盛り上がりを欠き、跛行的な動きを示した｡
　以上のような状況下において､企業収益も総じてみると年後半には改善に向かった。しかし、第２次石油ショック後長期化していた調整過程では、サービス経済化の進展等環境変化への適応を模索する企業の動きがみられ、こうした環境変化への適応力の違いにより企業間格差が拡大した。

第２部　新たな活性化をめざす大阪産業

◆積極型経営をすすめる大阪工業
・　近年の大阪工業を全体的にみた場合、成長率は鈍化しているものの､（ア)付加価値額の堅調な動き､（イ）組立型工業の成長、（ウ）研究機能の強化､（エ）設備投資の質的充実など、工業構造の高度化が進みつつある。
　たとえば大阪工業の出荷額の実質増加率（昭和50～56年）を業種別にみると､エレクトロニクス関連の電気機械､精密機械など組立型工業の成長が著しく、その比重も高まりつつある。
　このように工業構造が高度化しつつあるといえ、まだ素材型工業の比重が高く、研究開発機能も十分とはいえず、今後なお前述の方向をより発展させてゆくことが重要である｡
･　ところでこうした工業構造高度化の中心的なにない手は民間企業であり､とくに大阪の場合､比重の大きい中小企業である｡大阪府下の最近の中小企業経営をみると､業績面での企業間格差の存在と積極型経営の展開といったことが特徴としてあげられる。
　そして売上高の伸びの高い高成長企業では､品質・精度向上を目的とした設備機器の充実､新製品開発といったことに経営の重点をおき、積極型経営をおこなっている。これに対し売上げ減少企業では､経費を節約し､製品を安く作ることに経営の重点をおき、守りの経営の色彩が強い状態にある。
・　こうして大阪工業の高度化のためには民間企業､とくに中小企業での活性化への取組みが重要であるが、こうした活性化への方法としては、（ア）マイクロエレクトロニクス（ＭＥ）機器の導入、（イ）新素材の活用、（ウ）新製品の開発､（エ）販売面の工夫等が大切であろう｡
　大阪府下中小工業の場合､生産部門へのＭＥ機器導入率は46.7％であり、事務部門へのコンピュータ導入率は46.6％、ファクシミリは55.0％となっている。また新素材を既に自社製品を活用している企業は12.7％でしかないが、半数以上の企業が関心をもっており､関心度は高い。
　一方製品面では従来製品の高級品化・高精度化や新製品開発を図る企業がかなりみられ､とくに高成長企業でこうした製品変化が激しくおこなわれている。
　さらに販売面では､需要の伸び悩みのもとで販売担当者数がふえつつあり、また消費者ニーズの的確な把握等のために､一部では自社直接販売を志向する動きもみられる。
　以上のような企業経営活性化のためには、人材育成や情報収集､異業種交流といったことが重要であり､各企業や関係機関におけるこれらの拡充が大切になってきているといえよう。
◆情報化への対応を迫られる小売商業
・　大阪の小売商業は､小売市場やターミナル百貨店を発展させるなど､時代に先駆ける役割を果たしている。これは厳しい競争条件下で様々に対応してきた成果である。
　現在､その大阪小売商業は大きな転換点にさしかかっている。情報化を基軸とする新業態の出現、新規参入の増加､あるいは立地条件の変化などが小売商業のあり方､とりわけ中小規模の小売商業に与える影響が大きいからである。
　一方､地域社会の活性化を図るうえで、地域に密着して存在している小売商業が果たす役割は大きく､商店街や市場など中小小売商業集積の発展・育成が重要な課題となっている。
・　大阪の小売商業の立地条件は１商店当たり人口の伸び悩みなど厳しさをましている。平均売り場面積は全国平均より小さいが、販売活動効率性は高い。
　しかし、これまで高い成長を遂げたセルフ店では販売額の伸びは小さくなっており､中小零細商店の多い商店街や市場では客足が鈍っている。これに伴い業種・業態構造の変化が進みつつある。
・　小売商業を取り巻く環境変化としての次の４点があげられる。第１は、消費構造の高度化と消費購買行動の多様化である。第２は、人口集積地区の移動による既存商業集積地区立地条件の変化である。第３は、通信・情報処理技術の進展によって、情報面での格差を拡大する可能性があることである。第４は､無店舗販売など新業態の出現､小売部門への他業種からの新規参入による競争条件の変化である。これらの変化は、立地条件に依存してきた中小小売商業の存立基盤に影響を与えつつある。
・　このような新たな競争条件の下で､中小小売商業は個々の商店毎にきめの細い経営改善を実施するとともに、商店街・市場の活性化、あるいはボランタリー・チェーンなど組織化を進めている。これをより効果的にするためには個々または集積として、次のような新たな展開が必要である。
　その第１は､情報創造型小売業として､情報化に対応するとともに、自ら情報を創出することで存立基盤を強めることである。第２は、業態創造型小売業として、中小小売商業の有するさまざまな知識・能力を多様な販売活動で具体化することである。第３は、立地創造型小売業として、既存の外部的な立地条件に依存するだけでなく、来街者を増加させるような立地条件を自ら作り出すことである。
　そのためには、大阪府の小売商団体で設立構想が進められている小売商の情報機能など高度化のための組織が､上記の新たな展開の指針を示すなどの役割を果たすことを求められている。また商業集積地の環境を整備する事業など公的制度・機関の活用も望まれるところである。
◆発展する情報サービス業とその課題
・　近年大阪経済においてサービス業の伸びが著しいが、このなかでもとくに成長してきているのが情報サービス業である。
　大阪府の情報サービス業の昭和48～57年での売上高増加率（名目）は、年率19.4％というきわめて高いものである。また今後についても大阪府下の情報サービス業は､強い規模拡大意欲をもっている。
　このように情報サービス業が急成長してきたのは、コンピュータが産業のいろいろな分野にまで普及してきたこと、さらにコンピュータ技術と通信技術との融合が進み､コンピュータ利用の高度化が進んできたためである。今日情報サービス業（とくにこのうちのソフトウェア業）が注目されているのは､その成長率が高いからだけでなく､他産業がコンピュータを利用し､生産や工場の自動化（ＦＡ化）、事務処理の自動化（ＯＡ化）等を図ってゆくうえで、同産業が大きな役割を果たすからでもある。事実ユーザー企業に今後利用したいと考えるサービス業を聞いても､ソフトウェア業の割合が高いのである。このように他産業への技術的波及効果が大きいために、ソフトウェア業を中心に情報サービス業は、戦略産業としての重要性をもっているといえよう。
・　ところで情報サービス業は、新しい産業であり、創業年次が浅く、企業規模の小さい企業が多く、経営基盤の強化が重要である。
　一方､大阪府の情報サービス業の内容をみた場合､プログラム作成等をおこなうソフトウェア業が近年急成長しつつあるものの､東京都と比較するとその比重はかなり低い。情報サービス業の人的構成をみても、システムエンジニアやプログラマーの割合が低く、キーパンチャーやオペレーターの比重が高くなっている。
　したがって今後､ソフトウェア業の振興や情報処理サービス業の機能高度化等が必要である。このためには、（ア）情報サービス業への人材供給の増大、（イ）システムエンジニアやプログラマーを中心とした人材育成の強化､（ウ）情報サービス業の組織化の推進、（エ）他産業、他機関との交流強化が重要であろう。こうした情報サービス業の振興が､大阪の高度情報社会形成に寄与し、大阪経済の活性化に役立つであろう。


むすび
　安定成長の定着化、情報化の一層の発展、需要や技術の激しい変化のもとで､大阪府下の企業では積極的な企業経営が重要となってきている。製造業や小売業において､積極的企業経営を行っている企業では売上高の伸びが高いことが多いのである。
　大阪はもともと企業家精神の強い都市であり､このことは今日でも変わっていない。大阪府の工場や商店の新規開業率は全国をかなり上回り、常に高い新規開業率であり、それだけ競争が激しいといえよう。こうした活発な新規開業のなかから新しい製品やサービスを生み出す産業や企業等が生まれてくるのであり、その成長､発展が期待されるのである。
　また大阪系企業（製造業､卸・小売業）では、これまで住宅やレジャーなどの分野へ進出を図ってきた企業が多かったが､今後新たに進出する分野としては、新素材やバイオテクノロジー、光通信など先端技術分野が多くなっている。今後こうした方向を伸ばしてゆくことが重要であるが､人材や資金等で先端技術の活用が困難な中小企業に対しては、関係機関の適切な指導・援助が必要であろう。
　中小企業ではこうした先端技術の活用とともに、生産設備や製品、販売面などで小さな改善・改良・工夫を図ってゆくことも大切であろう。
　ともあれ近年の安定成長の定着化、需要や技術の激しい変化のもとで積極的な企業経営が重要となっている。今後大阪経済に根づく積極的な企業家精神と、情報や技術､研究、教育、文化等の機能高度化とその活用とによって､新たな大阪経済の発展が図られなければならないだろう。


